愛知県における多言語表示状況調査 ―― デパートを対象に ―― by 小柴 一騎
1. はじめに
1.1. 研究の背景と目的
日本で外国人の急増が話題になり始めたのは 1990 年代である｡ 近年の経済
不況で､ 2009 年の 218 万人をピークに､ 中・長期的に日本に滞在する在日外
国人の数は頭打ちとなったが､ それでも 2013 年には 207 万人を記録している｡
外国人の人口は､ ほぼ長野県の人口に匹敵する｡ また､ ｢観光立国｣ をめざす
政府は､ 2003 年以降､ ｢訪日外国人旅行者 1000 万人｣ を目標にビジット・ジャ
パン・キャンペーン (VJC) などに取り組んできており､ 日本を訪れた外国
人旅行者やビジネスマンの数は､ 2013 年に初めて 1000 万人を超えた｡
愛知県に限ってみると､ 県内の外国人登録者数は 1991 年の 9 万 8 千人から
2013 年には 19 万 8千人にまで増加し､ 全国 3位と非常に多い県となっている｡
県内の市町村別にみると､ 名古屋市が 6万 4千人と最も多い｡
外国人の増加にしたがい､ 1990 年以降､ 日本語以外の言語を含む表示に関
するガイドラインやマニュアルが自治体や国などの公的機関によって提案され
るようになってきた｡ これは愛知県も例外ではない｡ 愛知県では､ 国籍や民族
などにかかわらず､ すべての県民が互いの文化的背景や考え方などを理解し､
住民としてともに安心して暮らせ活躍できる地域社会づくり進めるために､
2008 年 3 月に ｢あいち多文化共生推進プラン｣ を策定している｡ これ以前に
も､ 2003 年 3 月に策定された ｢愛知県国際化推進プラン｣ や 2004 年 3 月に策















なお､ 調査結果については､ 調査時期の差はあるものの､ 東京圏のデパート
における多言語表示状況の調査結果 (田中､ 2007a)､ 静岡市内のデパートに
おける多言語表示状況の調査結果 (谷､ 2010) と比較してみたい｡ そうするこ
とにより､ 愛知県の地域的特性があるかどうか等について明らかにしたい｡
1.2. 先行研究
デパートの多言語表示に関する研究としては､ 井上 (2001)､ 井上 (2009)､
田中他 (2007a)､ 田中他 (2007b)､ 田中 (2009)､ 谷 (2010) がある｡
井上 (2001) は､ 1988 年における東京圏のデパートのパンフレットの使用
言語と使用言語数を示したもので､ 銀座の多言語化や新宿での英語・中国語の
進出が目立つことを指摘している｡ また､ ｢実質的内容の多言語表示の不足｣
や ｢日本人向けの多言語表示もある｡ イメージとして､ 国際的企業の印象を与
え､ かっこよさと結びつけようとする｣ といった点も指摘されている｡
井上 (2009) では､ 東京圏のデパートにおける､ 1988 年の調査結果と 2004
年の調査結果とを比較している｡ この 16 年の間に､ 外国語の使用は平均 1.4
言語から 2.1 言語へと､ そして総数では 1.5 倍に増えたことが報告されている｡




田中他 (2007a)､ 田中他 (2007b)､ 田中 (2009) では､ 2005～2007 年にか




下､ HP) の使用言語と使用言語数が調査されている｡ 本稿の調査に関係する
指摘としては､ 以下のようなものがある｡ ①パンフレットは 23 区内のデパー
トが多くの言語に対応している一方､ 東京郊外は日本語のみが主流となってい
る｡ 23 区内では日英中韓の 4 ヵ国語が先行し､ 地域によっては日英中韓に＋
α (西欧系言語) を加え､ 対応言語数が多い｡ ②店内掲示 (全館案内図) は 23
区内のデパートがやや東京近郊よりも使用言語数が多いが､ いずれも平均 2言
語以下｡ 使用言語は日英が多い｡ ③HPは 23 区内のデパート 24 店舗中 5店舗
が多言語対応を行っており､ 東京近郊のデパートは 14 店舗全てが多言語対応
していなかった｡ また多言語対応しているデパートの HP において､ 日英簡
(簡体字) 繁 (繁体字) 韓対応が 1 店舗､ 日簡繁韓対応が 1 店舗､ 日英繁韓対
応が 1店舗､ 日英簡繁韓仏対応が 1店舗､ 日英対応が 1店舗であり､ 新宿地区
のデパートの多言語化が目立つ｡
谷 (2010) では､ 2008 年における､ 静岡県内のデパート 6店舗のパンフレッ
ト､ HP､ 店内掲示 (全館案内図) の多言語表示状況が調査されている｡ この
論文では､ 以下のような指摘が為されている｡ ①パンフレットでは､ 平均使用
言語数は 2.2 となり､ 静岡は東京 23 区と東京近郊の中間に位置している｡ ②
HPに関しては､ 平均使用言語数は 1.2 となり､ 東京圏とほぼ同様の結果となっ















㈱ジェイアール東海島屋 ジェイアール名古屋タカシマヤ (以下､ JR
島屋)
㈱近鉄百貨店 名古屋店近鉄パッセ (以下､ 近鉄パッセ)
㈱大丸松坂屋百貨店 松坂屋名古屋本店 (以下､ 松坂屋名古屋本店)
㈱名古屋三越 栄店 (以下､ 栄三越)
㈱名古屋三越 星ヶ丘店 (以下､ 星ヶ丘三越)
㈱丸栄 栄本店 (以下､ 丸栄)
㈱名鉄百貨店 名古屋本店 (以下､ 名鉄百貨店本店)
○名古屋市外 4店舗
㈱そごう・西武 西武岡崎店 (岡崎市) (以下､ 西武岡崎)
㈱大丸松坂屋百貨店 松坂屋豊田店 (豊田市) (以下､ 松坂屋豊田店)
㈱ほの国百貨店 (豊橋市) (以下､ ほの国百貨店)
㈱名鉄百貨店 一宮店 (一宮市) (以下､ 名鉄百貨店一宮店)
計 11 店舗
【調査時期】








調査結果全体を概観するために､ パンフレット､ HP､ 店内掲示 (全館案内
図) の調査結果を図 1 (名古屋市内)､ 図 2 (名古屋市外) として示す｡ 図 1､ 2
を地域差の観点から比較すると､ どの調査項目においても､ 名古屋駅周辺や栄
など都心部の店舗が多くの言語に対応しており､ ほの国百貨店など名古屋市外






































































にも関わらず､ ほぼ [日] 単言語対応が主流であることが分かる｡ このことか
ら､ 名古屋市内においても店舗による差があることが目立つ｡
調査項目別にみると､ HPがもっとも多くの言語に対応しており､ ついでパ
ンフレット､ 店内掲示 (全館案内図) となっている｡





トには分冊形式､ 合本形式､ 地図状のものと様々あるが､ その形式の区別はせ
ず集計した｡ 使用されている言語と使用言語の使用度合いを調査した｡ 今回は
パンフレット上に 1箇所でも翻訳されている箇所があれば､ 使用言語としてカ
ウントした1｡ 以下､ 平均使用言語数と言語の組み合わせの 2 つの観点から報




言語数は 2.5 となっている｡ 名古屋市外は 1.3 とほぼ [日] 単言語状態である
が､ 名古屋市内は 3.1 と使用言語数が多い｡
名古屋市内の地域差もはっきりとしており､ 名古屋駅周辺や栄などの都心部
に店舗を構える 5店舗は平均 4.2 と多い｡ しかし都心部から少し離れた星ヶ丘
三越はほぼ [日] 単言語状態である｡
図 1から使用言語数のとくに多い店舗をあげると､ JR島屋 5となってい
る｡ また､ 同じく都心部に店舗を構える名鉄百貨店本店 4､ 松坂屋名古屋本店








パンフレットの使用言語の組み合わせのパターンを地域別に示す (図 4) ｡
全店舗においては､ 多い順に [日] 4 店舗､ [日・英・中・韓] 3 店舗､ [日・
英] 1 店舗､ [日・英・中・韓・泰] 1 店舗となっている｡ 名古屋市内は [日・
英・中・韓] が主な組み合わせであり､ JR島屋のみ [日・英・中・韓・泰]
の 5 ヵ国語に対応している｡ JR島屋のみタイ語に対応していることは興味
深い｡ 名古屋市外は [日] 単言語が主流で､ 1 店舗だけ [日・英] 2 ヵ国語の
組み合わせであった｡ 多言語対応先行地域では､ [日・英・中・韓] パターン､
そうでない地域は [日] 単言語というパターンであることが分かる｡ しかし､













3. 店内掲示 (全館案内図) の調査結果
各店舗から収集した店内掲示 (全館案内図) において使用されている言語に
ついて､ 報告を行う｡ 全館案内図とは､ 各店舗の 1階正面入り口に掲出されて
いるデパート全体の案内を記した図のことである｡ 店舗名の表記言語､ 各階の
案内､ 外国語で情報提供されている内容 (外国語名) について調査対象とした｡
以下では､ 使用言語数と言語の組み合わせの観点から報告する｡ データを得ら
れたのは､ 名古屋市内 7店舗､ 名古屋市外 4店舗の合計 11 店舗である｡
3.1. 店内掲示の使用言語数と使用言語の組み合わせからみる地域差・店舗差
店舗名の表記言語､ 各階の案内､ 外国語で情報提供されている内容 (外国語
名) を示したものが表 1である｡
店舗名を [日・英] で表記している店舗が 10､ [日] のみの表記が 1店舗で
あった｡ 各階の案内とはその階でどのような商品やサービスを扱っているか説
明するものであるが､ [日・英・中・韓] が 2店舗､ [日・英] が 4店舗､ [日]
のみの表記が 5店舗であった｡ 近鉄パッセや星ヶ丘三越など店舗名を [日・英]
表記としながら､ 各階の案内は [日] のみとしている 4店舗は､ 英語をアクセ
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JR島屋 日・英 日・英 なし
名鉄百貨店本店 日・英 日・英 なし
近鉄パッセ 日・英 日 なし
松坂屋名古屋本店 日・英 日・英・中・韓 なし
丸栄 日・英 日・英・中・韓 なし
栄三越 日・英 日・英 なし
星ヶ丘三越 日・英 日 なし
西武岡崎 日・英 日・英 なし
ほの国百貨店 日 日 なし
名鉄百貨店一宮店 日・英 日 なし




また､ 地域ごとに使用されている平均言語数を示したものが図 5である｡ デ
パート全体の平均は 2.3 となっている｡ 2 言語使用の場合､ 言語の組み合わせ
は [日・英] のみである｡ ほの国百貨店のみ完全に [日] 単言語状態である｡




タン4の有無､ メニューバーの表記言語､ 備考として他言語による pdf ファイ
ル5の有無について調査し､ データを得られたのは､ 名古屋市内 7 店舗､ 名古




表記言語､ 他言語による pdf ファイルの有無を示したものが表 2である｡ 店
舗名を [日・英] で表記しているのが 11 店舗､ 言語変換ボタンがある店舗が 3
店舗､ メニューバーの表記言語を [日] のみで表記しているのが 6店舗､ [英]
( 31 )
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のみで表記しているのが 1 店舗､ [日・英] で表記しているのが 4 店舗であっ
た｡ また他言語による pdf ファイルがダウンロードできる店舗は 3店舗であっ
た｡ 言語変換ボタンをもつ 3店舗はいずれも [英・中・韓] に対応しており､
他言語による pdf ファイルがダウンロードできる 3店舗中 2店舗は [英・中・
韓] であり､ JR島屋のみ [英・中・韓・仏・泰] であった｡ また､ 地域ご
とに使用されている平均言語数を示したものが図 6である｡ デパート全体の平
均は 3.3 となっている｡














JR島屋 日英 なし 日英 有 (日英中韓泰)
名鉄百貨店本店 日英 なし 日英 有 (英中韓)
近鉄パッセ 日英 なし 英 なし
松坂屋名古屋本店 日英 あり (英中韓) 日 なし
丸栄 日英 なし 日英 有 (日英中韓)
栄三越 日英 あり (英中韓) 日 なし
星ヶ丘三越 日英 なし 日英 なし
西武岡崎 日英 なし 日 なし
ほの国百貨店 日英 なし 日 なし
名鉄百貨店一宮店 日英 なし 日 なし
松坂屋豊田店 日英 あり (英中韓) 日 なし






パンフレット､ 店内掲示 (全館案内図)､ HP の 3 項目を比較する｡ それぞ
れの地域別平均使用言語数を示したものが表 3である｡
全体の平均使用言語数をみると､ パンフレット 2.5､ 全館案内図 2.3､ HP3.3
と､ HP で使用されている言語数が最も多いことが分かる｡ 名古屋市内では､
パンフレット 3.1､ 全館案内図 2.6､ HP3.7 と､ どの項目においてもほぼ 2 言
語以上の対応をしていることが分かる｡ 対して､ 名古屋市外はパンフレット
1.3､ 全館案内図 1.8､ HP2.5 と HP を除いて使用言語数が 2.0 未満で､ ほぼ
[日] 単言語状態に近い｡
3 つの観点から総合的に愛知県内を地域別にみると､ 名古屋市内が最も多く






4である｡ 田中 (2007a) は 2005 年の調査であるが､ 東京 23 区内では [日・
英] 2 言語から [日・英・中・韓] 4 言語＋α (西欧系言語) 化が進行してお
り､ 近郊では [日] 単言語から [日・英] 2 言語化が進行しているとしている｡




地 域 パンフレット 全館案内図 HP
名古屋市内 3.1 2.6 3.7
名古屋市外 1.3 1.8 2.5
全デパート平均 2.5 2.3 3.3
(2008 年時点) の中間に位置していることが分かった｡ しかし､ 東京 23 区内
と名古屋市内､ 東京近郊と名古屋市外はほぼ同じ数値を示しており､ 名古屋市
内では東京 23 区内と同様に [日・英・中・韓] 4 言語＋α (ただし､ 非西欧
系言語) 化が進み､ 名古屋市外では東京近郊とは対照的に未だ [日] 単言語が
主流であることが分かった｡
次に､ 全館案内図における平均使用言語数について先行研究の結果と比較し
たのが表 5である｡ 田中他 (2007a) の調査によると､ 全館案内図に関しては
東京 23 区内が東京近郊よりもやや使用言語数が多いが､ 平均値は 2.0 未満で
あるとしている｡ つまり､ 外国語が使用される場合の組み合わせはほぼ [日・
英] のみの対応となっていることが分かる｡ しかし､ 本稿の調査では愛知県内
の平均使用言語数は 2.3 と､ 東京 23 区内 (2005 年時点) ・静岡市内 (2008 年
時点) のいずれをも上回る結果となった｡
最後に､ HP における平均使用言語数について先行研究の結果と比較した
(表 6)｡ 田中他 (2007b) によると､ デパートのHPに関しては東京 23 区内と
東京近郊で違いはなく､ 実質的内容は日本語に絞り込んだ運営をしていると指
摘している｡ 本稿の調査結果では､ 東京 23 区内 (2005 年時点) と静岡市内




















愛知県内のデパート 11 店舗を対象とした､ 2014 年の調査時点における多言
語表示状況について､ パンフレット､ 店内掲示 (全館案内図)､ HP の各項目
について報告を行ってきた｡
これまでの結果から､ 愛知県内のデパートにおける多言語表示状況において､
(1) 地域差､ (2) 調査項目間の差､ (3) 特異な店舗の存在が明らかになった｡
今回の調査の結果における地域差から､ 東京圏の調査結果とほぼ同様に､ 愛知
県の多言語化は次のようなプロセスで進行しつつあると指摘できる｡
[日] → [日・英] → [日・英・中・韓] → [日・英・中・韓＋α]
名古屋市内では [日・英・中・韓] から [日・英・中・韓＋α] の段階 (た





























から [日・英] の段階にあるとみられる｡ 今後､ さらに多言語化が進行してい
くと考えられる｡
[日・英・中・韓] 化が進行している背景として､ 訪日外国人旅行者の内訳
上位国・地域で使用される言語との関係が推測される｡ 表 7は 2013 年度の訪
日外国人旅行者の内訳上位 10 ヵ国 (地域) とその主要言語6を示したものであ
る｡ 韓国からの来訪者が最も多く､ また､ その他の国・地域の多くで､ 中国語､
英語が主要言語になっていることが分かる (タイは例外)｡
また､ もう一つ指摘できるのが､ 外国人観光客に向けた多言語化政策や施策
との関連である｡ ｢観光立国｣ をめざす政府は､ ビジット・ジャパン・キャン
ペーン (VJC) などに取り組んできた｡ また､ 愛知県では 2008 年 3 月に ｢あ
いち多文化共生推進プラン｣ を策定している｡ これは､ 外国人を ｢ゲスト｣ と




・愛知県多文化共生センター ｢相談・情報カウンター｣ の運営 (日・英・蘭・
西・中に対応)




表 7 平成 25 年 (2013 年) の訪日外国人旅行者数と公用語
順位 国・地域 人数 主要言語
1 韓 国 245 万人 韓
2 台 湾 221 万人 中 (繁体字)
3 中 国 131 万人 中 (簡体字)
4 米 国 79 万人 英
5 香 港 74 万人 中 (簡体字)､ 英
6 タ イ 45 万人 タイ
7 オーストラリア 24 万人 英
8 英 国 19 万人 英
9 シンガポール 18 万人 英､ マレー､ 中､ タミル
10 マ レ ー シ ア 17 万人 マレー､ 英
ステム (-net) を運営 (日・英・蘭・西・中・韓に対応)
・愛知県警察が ｢生活の安全・安心｣ に関するリーフレットを作成 (日・英・
蘭・西・中・韓・比に対応)
などが挙げられる｡ いずれも [日・英・中・韓] を主要言語として重要視して





めに (知的よりは情的な) 言語選択が行われることがある｣ (庄司博史他
(2009)) ことなどが理由として考えられるが､ 今回は別の要因があるだろう｡
このことについては､ 7.5. ｢特異な店舗｣ にて詳しく述べる｡ 愛知県内のデパー
トの多言語対応には､ 宮島 (1995) で示されている大阪圏デパートが､ 1990
年に開催された ｢国際花と緑の博覧会｣､ 1994 年の関西国際空港開港を機に
｢日・英・中・韓｣ 表示がスタンダート化したような特別なきっかけが指摘で
きる｡ 一つは､ 2005 年に愛知県愛知郡長久手町 (現・長久手市) と同県瀬戸
市を会場とし ｢愛・地球博｣ と呼ばれた ｢2005 年日本国際博覧会｣ (以下､ 愛






国籍 (出身地) 別内訳 (平成 25 年 12 末現在) について｣ (表 8参照) による
と､ 県内の外国人登録者のうち約 25％をブラジル人が占め､ 以下､ 中国､ 韓
国・朝鮮､ フィリピン､ ペルーと続いている｡
本稿の調査の結果によると､ 名古屋市内のデパートはパンフレットとHPに




た｡ 愛知県に在住する外国人の約 4分の 1がブラジル人であることから､ 愛知
県の地域性が反映されるのならば､ ポルトガル語の表示が増えるものと予測さ




も必要となってくるだろう｡ また､ 年間約 55 万人もの外国人が愛知県を訪れ





表 8 愛知県における外国人住民数の国籍 (出身地) 別内訳 (平成 25 年 12 月末日現在)
国籍 (出身地) 住 民 数 割 合
ブ ラ ジ ル 48,730 人 24.6％
中 国 46,680 人 23.6％
韓国・朝鮮 36,569 人 18.5％
フィリピン 27,519 人 13.9％
ペ ル ー 7,279 人 3.7％
そ の 他 31,031 人 15.7％
総 数 197,808 人 100.0％
表 9 日本・愛知県への国別外客数
日 本 愛知県
2010 計 8,611,175 人 計 93.8 万人
2011 計 6,218,752 人 計 54.7 万人
韓 国 1,658,073 人 中 国 23.4 万人
中 国 1,043,246 人 韓 国 7.1 万人
台 湾 993,974 人 台 湾 6.7 万人
米 国 565,887 人 米 国 2.9 万人
香 港 364,865 人 タ イ 1.5 万人
(あいち国際戦略プラン､ 2011 より引用)
7.3. 地域差とその背景
地域差については､ おおまかに 3 点指摘できる｡ 第一には ｢“名古屋市内：
多言語表示傾向”対“名古屋市外：単言語表示傾向”｣､ つぎに ｢名古屋市内に




ると､ 名古屋市が最も多く､ 豊橋市､ 豊田市､ 岡崎市､ ……一宮市と続く (表
10) ｡ 市町村別の訪問者についての基礎データは存在しなかったが､ この結果
は名古屋市内が名古屋市外に比べ多言語化が進行している現状を作り出してい
る要因となっているだろう｡












表 10 愛知県市町村別外国人登録者数 (平成 23 年)
市町村 登録者数 割 合
名 古 屋 市 66,952 人 33.4％
豊 橋 市 15,819 人 7.9％
豊 田 市 13,998 人 7.0％
岡 崎 市 9,906 人 4.9％
小 牧 市 7,714 人 3.8％
…
…










中しており､ ｢東三河の交通拠点｣ として位置づけられている｡ このようなター
ミナル駅周辺地域では､ 交通・商業・文化などの様々な要素が相互に作用し都







かった｡ これに関しては東京圏の調査結果 (田中､ 2007a) と同様の結果であ













た JR島屋と､ パンフレットが存在せずHPのメニューバーを [英] 表記の
みとした近鉄パッセが挙げられる｡
このうち､ JR島屋のタイ語への対応については､ 現状において必要とさ















結果 (田中､ 2007a) と静岡市内のデパートにおける多言語表示状況の調査結
果 (谷､ 2010) と比較することにより､ 愛知県の地域性がデパートの多言語表
示に現れるかどうか､ また現れる場合その要因について検討した｡
その結果､ パンフレットの多言語表示に関しては東京 23 区内と静岡市内の
中間に位置し､ 全館案内図とHPに関しては東京 23 区内・静岡市内のいずれ


























・地域による差異｡ 愛知県は大きく分けて尾張地方､ 西三河地方､ 東三河地










1 田中 (2007a) では ｢一つでも翻訳されている項目があれば､ その言語を使用言









6 ｢訪日外客数の動向 国籍/月別 訪日外客数 (2003 年～2014 年)｣ (日本政府観光
局) をもとにした｡
7 HOME'S 住まいと暮らしのランキング【2013 年､ いちばん人気だった街は？】
において全国エリア別年間ランキングで“東海エリア第 16 位”となっている｡
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【付記】本稿は 2014 年度の卒業研究をもとに､ まとめなおしたものです｡ 愛知県内デ
パート調査時には､ 各店舗担当者のみなさまに大変お世話になりました｡ あらため
てお礼申し上げます｡
また､ 卒業研究には付載していた､ 各デパートのパンフレット・掲示・HP の写
真類は､ 本稿作成にあたり､ その一切を割愛し､ 結果のみの報告とさせていただい
たことを､ お断り申し上げます｡
(中京大学学部生)
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